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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　供試体が収容される試験室を有する試験槽と、
　前記試験室の内部の空気の少なくとも温度を調整するための空調部と、
　前記試験室の内部に配置され、前記試験室の内部において蒸気を発生させて前記供試体
の表面に結露を発生させる結露用加湿器と、
前記結露用加湿器によって前記試験室の内部で蒸気を発生させて前記供試体の表面に結露
を発生させる結露工程を実行するコントローラと
を備え、
　前記結露用加湿器は、水を貯留する貯留部と、当該水を加熱する加熱部とを有し、
　前記コントローラは、前記結露工程において、前記加熱部で前記水の温度を上げること
により、前記試験室内の温度を上昇させる制御を行う、
結露試験装置。
【請求項２】
　前記コントローラは、前記結露用加湿器を停止させた状態で、前記空調部によって前記
試験室内部の空気の少なくとも温度を調整して当該空気を乾燥させる乾燥工程を実行する
、
請求項１に記載の結露試験装置。
【請求項３】
　前記空調部は、前記試験室の内部における湿度を調整する空調用加湿器をさらに備えて
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いる、
請求項１または２に記載の結露試験装置。
【請求項４】
　前記試験槽は、前記試験室に連通する空調用通路をさらに備え、
　前記空調部は、前記空調用通路に収容されている、
請求項１～３のいずれか１項に記載の結露試験装置。
【請求項５】
　前記結露用加湿器が、前記試験槽における前記試験室を構成する内壁に対して取り外し
可能に取り付けられている、
請求項１～４のいずれか１項に記載の結露試験装置。
【請求項６】
　前記結露用加湿器は、前記貯留部を前記試験室の内壁から離間した状態で支持する支持
体をさらに備える、
請求項１～５のいずれか１項に記載の結露試験装置。
【請求項７】
前記支持体は、前記貯留部と前記試験室の内壁との隙間を通る空気に接触して前記貯留部
から前記空気へ放熱する放熱部として機能するヒートシンク部を有する、
請求項６に記載の結露試験装置。
【請求項８】
請求項１～７のいずれか１項に記載の結露試験装置を用いた結露試験方法であって、
　前記結露用加湿器の前記加熱部で前記水の温度を上げることにより、前記試験室の内部
で蒸気を発生させて前記供試体の表面に結露を発生させるとともに前記試験室内の温度を
上昇させる結露工程と、
　前記結露用加湿器を停止させた状態で、前記空調部によって前記試験室内部の空気の少
なくとも温度を調整して当該空気を乾燥させる乾燥工程と、
を含むことを特徴とする結露試験方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、結露試験装置および結露試験方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、試料の結露試験を行うことが可能な結露試験装置として、たとえば、特許文献１
記載の恒温恒湿器が知られている。
【０００３】
　この装置は、供試体が収容される試験室と当該試験室に連通する空調用通路とを有する
試験槽を備えている。前記空調用通路には、加湿器、冷却除湿器、加熱ヒータおよび送風
機が配置されている。加湿器は、水を貯留する加湿皿と、水を加熱する電気ヒータとを有
する。
【０００４】
　上記の恒温恒湿器を用いて結露試験を行う場合、まず、空調用通路内部の加湿器から蒸
気を発生させ、その蒸気を試験室内に導入して当該試験室内の相対湿度を高くする。その
状態で加熱ヒータによって試験室内の空気の温度を上げて、空気と供試体表面との温度差
を利用して、供試体の表面に結露させることにより、結露試験を行う。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１４－２０７７７号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１記載の恒温恒湿器において、加湿器の水温を制御することによって結露を制
御することも可能かもしれない。しかし、この構成では、加湿器が試験室とは別の空間で
ある空調用通路の内部に収容されているため、加湿器から蒸気を発生させても、蒸気が空
調用通路から試験室へ導入されるのに時間を要する。このため、試験室内の供試体表面の
結露を速やかに発生させることが難しくなる。しかも、蒸気が空調用通路の内部で除湿さ
れて水蒸気量が低減するおそれがあるので、供試体表面に多量の結露を発生させることが
難しい。
【０００７】
　また、加湿器が試験室とは別の空間である空調用通路の内部に収容されているので、空
調用通路内の加湿器の水温と試験室内の空気の温度との温度差が生じやすい。そのため、
水温の制御によって試験室内の空気の温度を調整することが難しいという問題がある。
【０００８】
　本発明は、上記のような事情に鑑みてなされたものであり、試験室内において速やかに
多量の結露を発生させることが可能で、かつ、加湿器の水温と試験室内の空気温度との差
を小さくすることが可能な結露試験装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するためのものとして、本発明の結露試験装置は、供試体が収容される
試験室を有する試験槽と、前記試験室の内部の空気の少なくとも温度を調整するための空
調部と、前記試験室の内部に配置され、前記試験室の内部において蒸気を発生させて前記
供試体の表面に結露を発生させる結露用加湿器と、前記結露用加湿器によって前記試験室
の内部で蒸気を発生させて前記供試体の表面に結露を発生させる結露工程を実行するコン
トローラとを備え、前記結露用加湿器は、水を貯留する貯留部と、当該水を加熱する加熱
部とを有し、前記コントローラは、前記結露工程において、前記加熱部で前記水の温度を
上げることにより、前記試験室内の温度を上昇させる制御を行うことを特徴とする。
 
【００１０】
　かかる構成によれば、結露用加湿器が試験室の内部に配置されているので、当該結露用
加湿器で蒸気を発生させたときに、蒸気は、空調用通路などを通って除湿されることなく
、試験室内部に収容された供試体の表面に速やかに到達することが可能である。そのため
、供試体表面に速やかに多量の結露を発生させることが可能である。
【００１１】
　しかも、結露用加湿器は、試験室の内部に配置されているので、当該結露用加湿器の貯
留部に貯留された水の熱は、当該貯留部などを介して試験室の内部の空気に伝達されやす
い。そのため、コントローラが、結露工程において、加熱部で水の温度を上げることによ
り、試験室内の温度を上昇させる制御を行うことにより、結露用加湿器の水温と試験室内
の空気温度との差が生じることがあってもその差を小さくすることが可能である。よって
、コントローラによる水温の制御によって試験室内の空気の温度を調整することが容易に
なり、結露試験の試験精度を向上させることが可能である。
　前記コントローラは、前記結露用加湿器を停止させた状態で、前記空調部によって前記
試験室内部の空気の少なくとも温度を調整して当該空気を乾燥させる乾燥工程を実行する
のが好ましい。これにより、コントローラは、結露工程と乾燥工程とを交互に実行するこ
とによって所望のサイクルの結露試験を実行することが可能である。
 
【００１２】
　前記空調部は、前記試験室の内部における湿度を調整する空調用加湿器をさらに備えて
いるのが好ましい。
【００１３】



(4) JP 6092816 B2 2017.3.8

10

20

30

40

50

　かかる構成によれば、供試体に結露を発生させた後に、空調部によって試験室内部の温
度を調整して試験室内の空気を乾燥させる乾燥工程を行う場合に、空調用加湿器によって
試験室内部の湿度を調整することが可能である。
【００１４】
　前記試験槽は、前記試験室に連通する空調用通路をさらに備え、　前記空調部は、前記
空調用通路に収容されているのが好ましい。
【００１５】
　かかる構成によれば、空調用通路内において空調部で調整された空気を試験室へ速やか
に送ることが可能である。
【００１６】
　前記結露用加湿器が、前記試験槽における前記試験室を構成する内壁に対して取り外し
可能に取り付けられているのが好ましい。
【００１７】
　かかる構成によれば、結露用加湿器が試験室の内壁に取り外し可能に取り付けられる構
造であるので、試験槽および空調部として、既存の恒温恒湿器または恒温器の試験槽およ
び空調部を利用することが可能である。そのため、結露試験のためだけに、試験室の内部
に結露用加湿器が常設された結露試験専用の装置を準備する必要がなくなり、低コストで
結露試験を行うことが可能である。
【００１８】
　前記結露用加湿器は、前記貯留部を前記試験室の内壁から離間した状態で支持する支持
体をさらに備えるのが好ましい。
【００１９】
　かかる構成によれば、支持体が貯留部を試験室の内壁から離間して支持することによっ
て、貯留部と試験室の内壁との間には隙間が形成される。したがって、加熱部が貯留部内
部の水を加熱して蒸気を発生させて結露を発生させる際には、貯留部から試験室の内壁へ
の熱の伝導を上記の隙間によって抑えることが可能であり、貯留部内部の水を効率よく加
熱することが可能である。さらに、結露を発生させた後において、貯留部内部の水の温度
よりも低い空気がこの隙間を通る場合には、貯留部内部の水を速やかに冷却することが可
能である。
【００２０】
　前記支持体は、前記貯留部と前記試験室の内壁との隙間を通る空気に接触して前記貯留
部から前記空気へ放熱する放熱部として機能するヒートシンク部を有するのが好ましい。
【００２１】
　かかる構成によれば、支持体が隙間を通る空気に接触して貯留部から空気へ放熱するこ
とが可能である。
【００２２】
　本発明の結露試験方法は、上記の結露試験装置を用いた結露試験方法であって、前記結
露用加湿器の前記加熱部で前記水の温度を上げることにより、前記試験室の内部で蒸気を
発生させて前記供試体の表面に結露を発生させるとともに前記試験室内の温度を上昇させ
る結露工程と、前記結露用加湿器を停止させた状態で、前記空調部によって前記試験室内
部の空気の少なくとも温度を調整して当該空気を乾燥させる乾燥工程とを含むことを特徴
とする。
 
【００２３】
　かかる特徴によれば、結露工程において、試験室内部に配置された結露用加湿器によっ
て、供試体表面に速やかに多量の結露を発生させることが可能である。また、乾燥工程に
おいて、空調部によって試験室内部における空気の温度を調整して当該空気を乾燥させる
ことによって、結露を蒸発させることが可能である。これにより、結露の発生と蒸発を交
互に行って所望のサイクルの結露試験を行うことが可能である。また、結露工程において
、加熱部で水の温度を上げることにより、試験室内の温度を上昇させることにより、結露
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用加湿器の水温と試験室内の空気温度との差が生じることがあってもその差を小さくする
ことが可能である。よって、コントローラによる水温の制御によって試験室内の空気の温
度を調整することが容易になり、結露試験の試験精度を向上させることが可能である。
 
【発明の効果】
【００２４】
　以上説明したように、本発明の結露試験装置によれば、試験室内において速やかに多量
の結露を発生させることができる。しかも、加湿器の水温と試験室内の空気温度との差を
小さくすることができる。
【００２５】
　本発明の結露試験方法によれば、供試体表面に速やかに多量の結露を発生させることが
できる。そして、結露の発生と蒸発を交互に行って所望のサイクルの結露試験を行うこと
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の実施形態に係る結露試験装置の全体構成を概略的に示す図である。
【図２】図１の結露用加湿器における貯留部および支持体を示す拡大斜視図である。
【図３】図１の結露試験装置を用いた結露試験における結露用加湿器の設定水温、試験室
内の空気の設定温度、および当該空気の設定された相対湿度の時間変化を示すグラフであ
る。
【図４】図１の結露試験装置を用いた結露試験における準備段階および乾燥工程のときの
空気の流れを示す説明図である。
【図５】図１の結露試験装置を用いた結露試験における空気加熱用の加熱器の制御動作を
示すグラフである。
【図６】図１の結露試験装置を用いた結露試験における空調用加湿器の制御動作を示すグ
ラフである。
【図７】図１の結露試験装置を用いた結露試験における結露用加湿器の制御動作を示すグ
ラフである。
【図８】図１の結露試験装置を用いた結露試験における結露工程のときの蒸気の流れを示
す説明図である。
【図９】図１の結露試験装置を用いた結露試験の試験結果として、結露用加湿器の水温お
よび試験室内の空気の温度の時間変を示すグラフである。
【図１０】図１の結露用加湿器における支持体の変形例として、樹脂板からなる支持体を
示す拡大斜視図である。
【図１１】図１の結露用加湿器における支持体の他の変形例として、貯留部と試験槽の内
壁との隙間を通る空気と接触する面積を拡大した金属板からなる支持体を示す拡大斜視図
である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、図面を参照しながら本発明の結露試験装置の実施形態についてさらに詳細に説明
する。
【００２８】
　図１に示されるように、本実施形態に係る結露試験装置１は、結露試験の試験対象であ
る供試体Ｓが収容される試験室１１を有する試験槽２と、試験室１１内部の空気の温度お
よび湿度を調整するための空調部３と、試験室１１の内部に配置されて供試体Ｓの表面に
結露を発生させる結露用加湿器４とを備えている。
【００２９】
　試験槽２は、断熱性を有する壁で形成された筐体である。試験槽２内部の空間は、仕切
り部材である仕切り板１７によって、供試体Ｓが収容される試験室１１と、当該試験室１
１に連通する空調用通路１２とに仕切られている。仕切り板１７の下側には、試験室１１
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から空調用通路１２へ空気が吸入される吸入口１３が形成されている。仕切り板１７の上
側には、空調用通路１２から試験室１１へ空気が吹き出される吹出口１４が形成されてい
る。
【００３０】
　試験室１１の内部には、結露用加湿器４が試験室２を構成する内壁に対して取り外し可
能に取り付けられ、具体的には、試験槽２の床部１５の上に載置されている。空調用通路
１２の内部には、空調部３が配置されている。
【００３１】
　また、試験室１１の内部における床部１５から上方に離間した位置には、多数の孔を有
する網状部材１６が配置されている。網状部材１６の両端は、仕切板１７および試験槽２
の側壁１８に固定されている。網状部材１６の上には、供試体Ｓが載置される。
【００３２】
　なお、吹出口１４を通して試験室内１１内へ吹き出す空気は、供試体Ｓに直接当たると
結露試験の結果に影響を与えるおそれがある。そこで、この影響を抑えるために試験室１
１内に風除けを設けてもよい。
【００３３】
　空調部３は、具体的には、空調用加湿器５と、冷却除湿器６と、加熱器７と、送風機８
とを備えている。これら空調用加湿器５、冷却除湿器６、加熱器７、および送風機８は、
空調用通路１２の内部において空気流れＢ０の方向に沿って直列に並んで配置されている
。
【００３４】
　空調用加湿器５は、吸入口１３から空調用通路１２へ吸入された空気を加湿することに
より、試験室１１の内部の湿度、例えば、本実施形態では相対湿度が調整される。なお、
空調用加湿器５によって絶対湿度を調整してもよい。空調用加湿器５は、水Ｗ１を貯留す
る貯留部１９と、当該水を加熱する加熱部２０とを有する。貯留部１９は、水Ｗ１を貯留
する受け皿状の部材であり、上部開口１９ａを有する。加熱部２０は、貯留部１９内部に
配置される。加熱部２０は、電気ヒータなどからなり、貯留部１９内部の水Ｗ１を加熱し
て蒸気を発生させる。空調用加湿器５は、試験槽２の床部１５に固定されている。
【００３５】
　冷却除湿器６は、吸入口１３から空調用通路１２に吸入された空気を冷却および除湿す
る。
【００３６】
　加熱器７は、空調用通路１２を流れる空気を加熱する。これによって、試験室１１の内
部に送られる空気が加熱される。
【００３７】
　送風機８は、空調用通路１２内部で上記の空調用加湿器５、冷却除湿器６および加熱器
７によって調整された空気を、吹出口１４を通して試験室１１へ送る。これにより、送風
機８は、試験室１１、吸入口１３、空調用通路１２、吹出口１４の順に流れる空気流れＢ
（図４参照）を生成する。
【００３８】
　つぎに、結露用加湿器４の具体的構成について説明する。結露用加湿器４は、試験室１
１の内部において水蒸気を発生させて供試体Ｓの表面に結露を発生させる。結露用加湿器
４は、上記のように、試験室１１の内部における床部１５に載置されることによって試験
槽２内部に取り外し可能に取り付けられている。
【００３９】
　結露用加湿器４は、水Ｗ２を貯留する貯留部２１と、当該水を加熱する加熱部２２と、
当該水の温度を検知する温度センサ２３と、貯留部２１を下方から支持する支持体２４と
を備えている。結露用加湿器４は、供試体Ｓの直下に配置されているので、結露用加湿器
４から発生した蒸気は速やかに供試体Ｓに到達して結露を発生させることが可能である。
【００４０】
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　貯留部２１は、水Ｗ２を貯留する受け皿状の部材であり、上部開口２１ａを有する。加
熱部２２は、貯留部２１内部に配置される。加熱部２２は、電気ヒータなどからなり、貯
留部２１に貯留された水Ｗ２を加熱して蒸気を発生させる。
【００４１】
　支持体２４は、図１～２に示されるように、例えば、貯留部２１の下面２１ｂから下方
に突出する複数の金属製の丸棒であり、試験室１１の床部１５から離間した状態で貯留部
２１を支持する。これにより、貯留部２１の下面２１ｂと試験室１１の床部１５との間に
は、隙間２５が形成される。これにより、加熱部２２によって貯留部２１内部の水Ｗ２を
加熱して供試体Ｓに結露を発生させる際には、貯留部２１から試験室１１の床部１５への
熱の伝導を隙間２５によって抑えることが可能である。さらに、結露を発生させた後にお
いて、貯留部２１内部の水Ｗ２の温度よりも低い空気がこの隙間２５を通る場合には、こ
の隙間２５を通る空気と貯留部２１内部の水Ｗ２との間で熱交換を行うことにより、貯留
部２１内部の水Ｗ２を速やかに冷却することが可能である。このように、支持体２４を有
する結露用加湿器４では、例えば、試験室１１内部の空気の温度を空調部３によって変化
させたときには、空気の温度変化に追随して貯留部２１内部の水Ｗ２の温度を変化させる
ことが可能である。そのため、試験室１１内部の空気と貯留部２１内部の水との温度差を
小さくすることが可能である。
【００４２】
　上記の結露試験装置１は、試験槽２内部の吹出口１４に配置された２つのセンサ、すな
わち、吹出口１４を通して試験室１１へ吹き出す空気の温度を検知する温度センサ１０ａ
と、当該空気の湿度を検知する湿度センサ１０ｂとを備えている。
【００４３】
　さらに、上記の結露試験装置１は、空調部３および結露用加湿器４を制御するコントロ
ーラ９を備える。具体的には、コントローラ９は、吹出口１４に配置された温度センサ１
０ａおよび湿度センサ１０ｂによって検知された空気の温度および湿度に基づいて、空調
用加湿器５の加熱部２０、冷却除湿器６、加熱器７、および送風機８を制御する。さらに
、コントローラ９は、結露用加湿器４の制御、具体的には、温度センサ２３によって検知
された貯留部２１内部の水Ｗ２の温度に基づいて、当該貯留部２１内部の水Ｗ２の温度が
所定の水温になるように加熱器２２を制御、例えばフィードバック制御（ＰＩＤ制御など
）をする。
【００４４】
　上記のように構成された結露試験装置１を用いた結露試験方法は、２つの工程、すなわ
ち、結露用加湿器４によって、試験室１１の内部で蒸気を発生させて供試体Ｓの表面に結
露を発生させる結露工程と、空調部３によって、試験室１１内部における空気の温度およ
び湿度を調整して当該空気を乾燥させる乾燥工程とを含む。
【００４５】
　結露試験方法は、具体的には以下のようにして行われる。まず、図３のグラフに示され
るように、結露工程を行う前の準備段階Ａ０（開始からｔ１（分）の範囲）では、結露用
加湿器４を作動させずに、空調部３を作動させて試験室１１内部の温度および湿度をあら
かじめ所定の温度および湿度（例えば、低温高湿度の状態）になるように調整する。具体
的には、コントローラ９は、空調部３の送風機８に対して吹出口１４から試験室１１へ空
気を送り出すように制御する。これにより、図４の矢印Ｂのように試験室１１と空調用通
路１２との間で空気が循環する。それとともに、コントローラ９は、図５のグラフに示さ
れるように、加熱器７をＯＮ（フラグ１）の状態にして、加熱器７に対して循環する空気
を加熱するように制御する。具体的には、コントローラ９は、加熱器７を空気温度が所定
の温度（本実施形態では、図３のグラフにおける空気温度を示す曲線ＩＩが示す温度）に
なるように制御する。さらに、加熱器７と同様に、コントローラ９は、図６のグラフに示
されるように、空調用加湿器５の加熱部２０をＯＮ（フラグ１）の状態にして、当該加熱
部２０に対して水Ｗ１を加熱するように制御する。これにより、空調用加湿器５は、蒸気
を発生させ、循環する空気の相対湿度を所定の相対湿度（本実施形態では、図３のグラフ
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における相対湿度を示す曲線ＩＩＩが示す相対湿度）になるように調整する。なお、この
準備段階Ａ０では、空調用加湿器５を動作させなくてもよい。
【００４６】
　ついで、図３の結露工程Ａ１（ｔ１～ｔ２（分）の範囲）では、結露試験装置１は、空
調部３を作動させずに、結露用加湿器４を作動させて供試体Ｓに結露を発生させる結露工
程の動作を行う。具体的には、コントローラ９は、図５のグラフに示されるように上記の
加熱器７をＯＦＦ（フラグ０）の状態にして、加熱器７の動作を停止させる。加熱器７と
同様に、コントローラ９は、さらに、図６のグラフに示されるように空調用加湿器５の加
熱部２０をＯＦＦ（フラグ０）の状態にして、当該加熱部２０の動作を停止させる。それ
とともに、コントローラ９は、送風機８を停止させて、試験室１１と空調用通路１２との
間の空気の循環を停止させる。そして、コントローラ９は、図７のグラフに示されるよう
に結露用加湿器４の加熱部２２をＯＮ（フラグ１）の状態にして、当該加熱部２２に対し
て水Ｗ２を加熱して蒸気Ｖ（図８参照）を発生するように制御する。このとき、コントロ
ーラ９は、結露用加湿器４の水温が図３のグラフにおける結露用加湿器４の設定水温を示
す曲線Ｉに沿って上昇するように、温度センサ２３で検知された水温に基づいて、加熱部
２２をフィードバック制御する。具体的には、コントローラ９は、結露用加湿器４の水温
が予め設定された所定時間内（図３のグラフに示される設定時間ｔ１～ｔ２）の間におい
て、所定の第１温度（時間ｔ１における加熱開始温度）から所定の第２温度（時間ｔ２加
熱終了後の温度）まで一定の割合で上昇するように、加熱部２２による熱量を制御する。
これにより、結露用加湿器４の実際の水温ＴＷは、図９のグラフに示されるように、結露
工程Ａ１において図３のグラフの設定水温を示す曲線Ｉと同様の勾配で上昇する。それに
伴って、試験室１１内の空気も温度上昇している水Ｗ２によって徐々に温められる。よっ
て、当該空気の温度ＴＡは、水温ＴＷに追随して上昇する。
【００４７】
　図８に示されるように、加熱部２２が貯留部２１に貯留された水Ｗ２を加熱して蒸気Ｖ
を発生させたとき、蒸気Ｖは、上昇し、網状部材１６を通して供試体Ｓへ到達する。これ
により、供試体Ｓに速やかかつ多量に結露させることが可能である。
【００４８】
　結露工程が終了した後、図３の乾燥工程Ａ２（ｔ２～ｔ３（分）の範囲）では、結露試
験装置１は、結露用加湿器４を作動させずに、空調部３を作動させて試験室１１内部にお
ける空気の温度および湿度を調整して当該空気を乾燥させるとともに結露用加湿器４の貯
留部２１内の水Ｗ２を冷却させる乾燥工程の動作を行う。具体的には、コントローラ９は
、図７のグラフに示されるように結露用加湿器４の加熱部２２の動作を停止させる。その
一方で、コントローラ９は、図５のグラフに示されるように加熱器７の動作を再開させ、
さらに、図６のグラフに示されるように空調用加湿器５の加熱部２０の動作を再開させる
。それとともに、コントローラ９は、送風機８を再び起動させて、図４の矢印Ｂのように
、試験室１１と空調用通路１２との間の空気の循環を再開させる。このとき、一部の空気
Ｂ１は、結露用加湿器４の貯留部２１の底部２１ｂと床部１５との隙間２５を通るので、
貯留部２１内部の水Ｗ２は、隙間２５を通る空気Ｂ１との熱交換によって急速に冷却され
る。このように、貯留部２１の底部２１ｂを熱交換部として積極的に利用することが可能
である。
【００４９】
　このとき、コントローラ９は、温度センサ１０ａおよび湿度センサ１０ｂによって検知
された試験室１１内部の空気の温度および湿度に基づいて、空調用加湿器５、冷却除湿器
６、および加熱器７をフィードバック制御する。そのため、試験室１１内部の空気の温度
は、図３のグラフにおける空気の設定温度を示す曲線ＩＩに沿って徐々に下降するように
制御される。これにより、試験室１１内部の空気の温度ＴＡは、図９のグラフに示される
ように、乾燥工程Ａ２において図３のグラフの空気の設定温度を示す曲線ＩＩと同様の勾
配で徐々に下降する。それに伴って、試験室１１内の空気によって結露用加湿器４内の水
Ｗ２が次第に冷却され、水温ＴＷも空気の温度ＴＡに追随して下降する。なお、この乾燥
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工程Ａ２において、空調用加湿器５は動作させなくてもよい。
【００５０】
　このようにして、結露工程Ａ１において試験室１１内部の結露用加湿器４の水温を上昇
させて蒸気を発生させることによって供試体Ｓに速やかかつ多量に結露させることが可能
である。また、その後の乾燥工程Ａ２において、試験室１１内部の空気の温度および湿度
を調整することによって、速やかに試験室１１内部の空気を乾燥させるとともに結露用加
湿器４の水温を下げることが可能である。
【００５１】
　乾燥工程Ａ２の終了後は、再び、上記のように、準備段階Ａ０、結露工程Ａ１、および
乾燥工程Ａ２の一連のサイクルを順に行う。所定回数のサイクルを終了後、全ての結露試
験が終了する。
【００５２】
　（特徴）
　（１）
　本実施形態の結露試験装置１では、結露用加湿器４が試験室１１の内部に配置されてい
る。そのため、当該結露用加湿器４で水温を上昇させて蒸気を発生させたときに、蒸気は
、空調用通路１２などを通って除湿されることなく、試験室１１内部に収容された供試体
Ｓの表面に速やかに到達することが可能である。そのため、供試体Ｓ表面に速やかに多量
の結露を発生させることが可能である。
【００５３】
　しかも、結露用加湿器４は、試験室１１の内部に配置されているので、当該結露用加湿
器４の貯留部２１に貯留された水Ｗ２の熱は、当該貯留部２１などを介して試験室１１の
内部の空気に伝達されやすいので、結露を発生させるときにおいて、結露用加湿器４の水
温と試験室１１内の空気温度との差が生じることがあってもその差を小さくすることが可
能である。よって、水温の制御によって試験室１１内の空気の温度を調整することが容易
になり、結露試験の試験精度を向上させることが可能である。
【００５４】
　（２）
　本実施形態の結露試験装置１では、試験室１１内部の空気を調整するための空調部３は
、試験室１１の内部における相対湿度を調整する空調用加湿器５を備えている。これによ
り、供試体Ｓに結露を発生させた後に、空調部３によって試験室１１内部の温度を調整し
て試験室１１内部の空気を乾燥させる乾燥工程を行う場合、空調用加湿器５によって試験
室１１内部の相対湿度を調整することが可能である。
【００５５】
　また、乾燥工程では、結露用加湿器４を動作させないので結露用加湿器４の水温が上が
らない。その結果、結露用加湿器４の水温をより早く下げて、当該水温を結露工程の開始
温度で安定させることが可能である。これにより、結露試験の試験精度および試験の再現
性が向上する。
【００５６】
　（３）
　本実施形態の結露試験装置１では、試験槽２は、試験室１１に連通する空調用通路１２
をさらに備え、空調部３は、空調用通路１２に収容されている。これにより、空調用通路
１２内において空調部３で調整された空気を試験室１１へ速やかに送ることが可能である
。
【００５７】
　（４）
　本実施形態の結露試験装置１では、結露用加湿器４が試験室１１の床部１５などの内壁
に取り外し可能に取り付けられる構造であるので、試験槽２および空調部３として、既存
の恒温恒湿器または恒温器の試験槽２および空調部３を利用することが可能である。その
ため、結露試験のためだけに、試験室１１の内部に加湿器が常設された結露試験専用の装
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置を準備する必要がなくなり、低コストで結露試験を行うことが可能である。
【００５８】
　言い換えれば、既存の恒温恒湿槽の試験室に結露用加湿器４を取り付けることにより、
上記実施形態の結露試験装置１を構成することが可能である。
【００５９】
　また、本発明では、空調部３は、試験室１１の内部の空気の少なくとも温度を調整する
機構であればよく、空調用加湿器５は省略してもよい。したがって、上記の空調用加湿器
５が不要な場合には、従来の恒温槽の試験室に結露用加湿器４を取り付けることにより、
本発明の結露試験装置１を構成することが可能である。
【００６０】
　（５）
　本実施形態の結露試験装置１では、支持体２４が貯留部２１を試験室１１の床部１５な
どの内壁から離間して支持することによって、貯留部２１と試験室１１の内壁との間には
隙間２５が形成される。したがって、加熱部２２が貯留部２１内部の水Ｗ２を加熱して蒸
気を発生させて結露を発生させる際には、貯留部２１から試験室１１の内壁への熱の伝導
を上記の隙間２５によって抑えることが可能であり、貯留部２１内部の水Ｗ２を効率よく
加熱することが可能である。さらに、結露を発生させた後において、貯留部２１内部の水
Ｗ２の温度よりも低い空気がこの隙間２５を通る場合には、この隙間２５を通る空気と貯
留部２１内部の水Ｗ２との間で熱交換を行うことにより、貯留部２１内部の水Ｗ２を速や
かに冷却することが可能である。
【００６１】
　（６）
　本実施形態の結露試験方法では、結露工程において、試験室１１内部に配置された結露
用加湿器４によって、供試体Ｓの表面に速やかに多量の結露を発生させることが可能であ
る。また、乾燥工程において、空調部３によって、試験室１１内部における空気の温度を
調整して当該空気を乾燥させることによって、結露を蒸発させることが可能である。これ
により、結露の発生と蒸発を交互に行って所望のサイクルの結露試験を行うことが可能で
ある。
【００６２】
　本発明では、以下のような変形例も本発明の範囲に含まれる。
【００６３】
　（変形例）
　（Ａ）
　上記実施形態の結露用加湿器４では、図２に示されるように、貯留部２１を支持する支
持体２４として、金属製の丸棒を例にあげて説明したが、本発明では、支持体の材料や形
状についてはとくに限定しない。
【００６４】
　例えば、図１０に示される変形例のように、支持体２４は樹脂板によって構成されてい
てもよい。この場合、金属製の支持体２４と比較して、貯留部２１に貯留された水Ｗ２を
加熱する際に、熱が貯留部２１から支持体２４を介して試験槽２の床部１５などの内壁へ
伝導しにくくなり、速やかに水Ｗ２を加熱して空気を湿らせることができる。
【００６５】
　（Ｂ）
　また、図１１に示される変形例のように、支持体２４は、貯留部２１と試験室１１の床
部１５などの内壁との隙間２５を通る空気に接触して貯留部２１から空気へ放熱する放熱
部として機能するヒートシンク部２４ａを有するようにしてもよい。この支持体２４は、
金属製の薄板などによって構成される。このような構成では、支持体２４のヒートシンク
部２４ａは、支持体２４と隙間２５を通る空気とが接触する面積が拡大するように平板形
状を有している。当該ヒートシンク部２４ａが空気と広範囲に接触することによって貯留
部２１から空気へ放熱することが容易になり、貯留部２１内部の水Ｗ２の熱を支持体２４



(11) JP 6092816 B2 2017.3.8

10

20

30

40

50

を介して空気に速やかに伝達することが可能である。その結果、隙間２５を通る空気によ
って貯留部２１内部の水Ｗ２をより速やかに冷却することが可能である。
【００６６】
　なお、ヒートシンク部２４ａの下部（すなわち、ヒートシンク部２４ａと試験室１１の
床部１５との間）に断熱部材を設置してもよい。これにより、貯留部２１に貯留された水
Ｗ２を加熱する際に、熱が貯留部２１からヒートシンク部２４ａを介して試験槽２の床部
１５などの内壁へ伝導しにくくなり、速やかに水Ｗ２を加熱して空気を湿らせることがで
きる。断熱部材としては、例えば、樹脂板、シリコーンゴムなどの材料の部材が採用可能
であるが、本発明は材料についてとくに限定しない。また、断熱部材の形状は、例えば、
複数のヒートシンク部２４ａの下側に敷くことが可能な１枚の大きな板の形状や、各ヒー
トシンク部２４ａの下端部を覆って保護するキャップの形状などが採用可能であるが、本
発明は形状についてとくに限定しない。
【００６７】
　また、上記のように貯留部２１を支持する支持体２４については、種々の形態を採用す
ることが可能であるが、本発明は支持体２４を有することに限定するものではなく、支持
体２４を省略してもよい。
【００６８】
　（Ｃ）
　上記の実施形態では、結露用加湿器４は、試験室１１の床部１５に載置されることによ
り、試験室１１の内壁から取り外しできるように取り付けられているが、本発明はこれに
限定されるものではない。変形例として、結露用加湿器４は、試験槽２における試験室１
１を構成する側壁１８に取り外し可能に取り付けられてもよい。または、結露用加湿器４
は、床部１５や側壁１８などに固定されていてもよい。
【００６９】
　（Ｄ）
　上記実施形態では、空調部３は、試験槽２の空調用通路１２の内部に配置されているが
、本発明はこれに限定されるものではなく、空調部３を試験槽２の外部に配置してもよい
。
【００７０】
　（Ｅ）
　なお、上記実施形態では、結露工程中に送風機８を停止させているが、本発明はこれに
限定するものではない。すなわち、結露工程中には送風機８を停止する方が好ましいが、
送風機８を結露工程中に動作させてもよい。例えば、結露工程中は乾燥工程中の送風量よ
りも低い送風量になるように、送風機８を動作させてもよい。または、送風量を制御しな
いで、結露工程を含めた全工程において送風機８を常時動作させていてもよい。
【００７１】
　（Ｆ）
　上記実施形態では、試験室１１への送風方向は、試験室１１上側の吹出口１４から空気
が吹き出して、試験室１１下側の吸込口１３から空気を吸い込んでいる方向であるが、本
発明はこれに限定するものではない。すなわち、上記実施形態と逆の送風方向、具体的に
は、試験室１１の上側から空気を吸い込んで、下側から空気を吹き出すような送風方向に
してもよい。
【符号の説明】
【００７２】
１　結露試験装置
２　試験槽
３　空調部
４　結露用加湿器
７　空調用加湿器
１１　試験室
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２１　加湿皿
２２　加熱器
２４　支持体
２４ａ　ヒートシンク部
２５　隙間
Ｓ　供試体
Ｗ１、Ｗ２　水

【図１】 【図２】

【図３】
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